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1．はじめに
日本において、初等中等教育を行う学校の教員の免許状は「教職員免許法」（1949年公
布）によって定められている。戦後の教員改革の二大原則「大学における教員養成」と
「開放制」のもと、都道府県の教育委員会が教職課程の課程認定大学や文部科学大臣が指
定する教員養成機関などで所定教育を受けた者に対して免許状を授与する。教員養成を目
的とした、戦前の師範学校における教員養成の閉鎖制に対して、開放制では教師に特別な
知識や技能を要求しない非目的的な教員養成が行われる。それゆえに、教員の資質能力・
専門性に関する「基準（standard）」や、教員免許状取得のための必須要件、ひいては教員
採用試験合格の判定・評価は明文化されていない。「教員免許状の取得」と「教員採用試験
の合格」、また「教員免許状の取得や教員採用試験の合格」と「教育現場で通用すること」
は異なり、教職の専門性については一致した見解は得られていないと考えられる（八田
2008, 姫野2010, 伊東2016a）。しかし一方で、課程認定大学は「教職課程の質的向上」（文部
科学省2006a; 2006b）を求められてきたという現況にある。
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学習者の「学び」の過程を可視化するための授業実践
─英語科教員養成の視点から
伊東弥香
──要旨
2006年 7月 11日の中央教育審議会（中教審）の答申「今後の教員養成・免許制度の在り方に
ついて」（文部科学省2006a）において、改革方策の柱として「教職課程の質的水準の向上」が掲
げられ、「学部段階で教員として必要な資質能力を確実に身に付ける」ことが示された。国の教
師教育に関する制度設計の曖昧さに加えて、教師の専門性が何であるのかが明確にされないま
ま、開放制のもと、それぞれの課程認定大学が教職課程の改善・充実に向けた主体的な取り組
みを余儀なくされることになったのである。本稿では、「大学の英語科教職課程で身に付けるべ
き力」をめぐる日本の教員養成の現状と課題を概観し、非教員養成系・私立大学の英語科教職
科目における筆者の授業実践を報告する。教職履修生の成長にとって、自己評価（self-assess-
ment）や省察（reflection）は重要であり、履修生の「学び」の可視化と「教職の専門性」に関す
る共通理解を促す点から、省察ツールとしてポートフォリオを活用した授業を行っている。
研究ノート
2．本研究の目的・背景
2.1　目的
本研究は「解釈主義的視点・枠組み（interpretive paradigm）」を用いて、日本の教員養成課程
における「学び」の実態と問題点から英語教員の資質能力に関して、「大学の英語科教職課
程で身に付けるべき力」に関して提言を行うことを目的とする（１）。本稿では、教職の専門
性、あるいは養成すべき教員像に関して、教員養成に関わる当事者（大学教員、中・高の教
員、教育委員会指導主事、教職履修生など）間の共通理解が希薄であるという日本の教員養成
の現状と課題をふまえ、私立大学の英語科教職科目における授業実践について検討する。
2.2　背景
教職履修生の「学び」の過程や内容に関する当事者間の共通認識の欠如は、教育実習の
際に顕在化し、非教員養成系・私立大学の履修生が（大学との協力関係にない）自分の母校で
教育実習を行う場合、とくに大学教員と実習校の教員の連携不足が問題となる可能性が大
きい（伊東・宮崎・小田2015）。このような教員養成の現状と課題を解決するために、筆者は、
英語科教職科目の履修生とともに、「教職の専門性」について考え、「学び」の可視化と共通理
解を促す、省察ツールとしてポートフォリオ「J-POSTL」を使用した授業実践を行っている。
3．教職の専門性とポートフォリオ
3.1　教師の資質能力・専門性
2006年 7月 11日の中央教育審議会（中教審）の答申「今後の教員養成・免許制度の在り
方について」（文部科学省2006a）において、「教職大学院制度の創設」と「教員免許更新制の
導入」と並んで、改革方策の柱として「教職課程の質的水準の向上」が掲げられ、「学部段
階で教員として必要な資質能力を確実に身に付ける」ことが示された。教職課程の質的水
準の向上に関しては、大学における組織的指導体制の整備として5つの方策も提言されて
いる─①「教職実践演習」の新設・必修化、②教育実習の改善・充実、③「教職指導」の
充実、④教員養成カリキュラム委員会の機能の充実・強化、⑤教職課程に係る事後評価機
能や認定審査の充実。
大学の教職課程で身に付けるべき力とは何か。国の教師教育に関する制度設計の曖昧さ
に加えて、教師の専門性が何であるのかが明確にされないまま、開放制のもと、それぞれ
の課程認定大学が教職課程の改善・充実に向けた主体的な取り組みを余儀なくされること
になったのである。
3.2  「教職実践演習」と「履修カルテ」
教育職員免許法施行規則改正（2008年公布、2009年 4月 1日施行）に伴い、2010年度以
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降、新設科目「教職実践演習（2単位）」が教職課程の必修科目に位置付けられた（文部科
学省2006a, 2006b; 2012）。
「教職実践演習（仮称）は、教職課程の他の授業科目の履修や教職課程外での様々な
活動を通じて、学生が身に付けた資質能力が、教員として最小限必要な資質能力とし
て有機的に統合され、形成されたかについて、課程認定大学が自らの養成する教員像
や到達目標等に照らして最終的に確認するものであり、いわば全学年を通じた「学び
の軌跡の集大成」として位置付けられるものである。学生はこの科目の履修を通じて、
将来、教員になる上で、自己にとって何が課題であるのかを自覚し、必要に応じて不
足している知識や技能等を補い、その定着を図ることにより、教職生活をより円滑に
スタートできるようになることが期待される。」（文部科学省2012）
さらに、「学びの軌跡の集大成」を把握するために「履修カルテ」作成が義務付けられた。
履修した教職科目の全てが対象となるため、学生は履修開始のタイミングで「教職履修カ
ルテ」を作成しなければならない。授業ごとに「学生自身の振り返り（自己評価）」「教員か
らのアドバイス（評価コメント）」、またボランティアなどの学外活動の記録を残すが、記
録方法は統一されていない。具体的な活用は課程認定大学に任されているため、履修カル
テを補強するために独自の取り組みも行われている。あるいは、カルテではなく、「ポート
フォリオ」という名称を使用する大学もある。
3.3　ポートフォリオ
ポートフォリオの本質的な要素は、「目的を持って」「学習資料を収集し」「資料に基づき
学習者が内省・省察を行う機会を与える」（Danielson and Abrutly 1997: vi-vii）である。言語教育
への応用例には、（言語習得）評価のためのポートフォリオ（Smolen et al 1995, Santos 1997）、
教授ツールとしてのポートフォリオ（峯石 2002）、教職履修生のためのポートフォリオ
（Antonek et al 1997, Tanner et al 2000）など、様々な種類がある。言語教職課程履修生のための
ポートフォリオの一例としては、欧州評議会による「言語教育実習生用ヨーロッパ・ポー
トフォリオ（The European Portfolio for Student Teachers of Language; EPOSTL）」（Little et al  2007, Newby
et al 2007）がある。「ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）」と密接に連携している EPOSTL
は、コミュニカティブ・コンピテンスと行動志向という同様の考えを基礎としており、言
語教育の教員養成課程履修生に教職に必要な知識を考え、将来の教育者としての成長のた
めの省察ツールとして用いられる文書である。オーストリアのウィーン大学 CELT（Centre
for English Language Teaching）は、教員養成プログラムに EPOSTLを導入した最初の機関の1
つであるが、Mehlmauer-Larcher（2015）は導入の理由と効果について、次のように述べて
いる。
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「第一に、省察ツールとしての EPOSTLは、前述のムーンの教師学習の省察モデルに
基づいた教師教育プログラムで学ぶ教職履修生を支援するのに利用できる。第二に、
EPOSTLはオーストリアの現職 EFL教師が身に付けるべき主たる教授知識に関して
簡潔に概観するものであり、教師は学習者が CEFR準拠の国定カリキュラム関連文書
上に規定された言語能力レベルに到達するための指導が必要とされているからであ
る。」（訳－伊東2016b: 8-9）
「CEFR導入以前からすでに、CELTでは省察を基盤とする教師教育に取り組んでいた。
省察を促す目的を持つ EPOSTLは、教師教育のための既存の省察アプローチを理想
的に補完するものであった。EPOSTL導入に関する研究プロジェクト結果からは、現
状のオーストリアの EFL教職履修生にとって極めて重要である、低次から高次レベ
ルの教師学習プロセスにおいて、EPOSTLが省察を促進し、支援するという強い可能
性が示された。」（訳－伊東2016b: 11）
3.4　J-POSTL
ヨーロッパ文脈で生まれた EPOSTLを日本の言語教育環境でも受容できるように翻案
化したのが「言語教師のポートフォリオ（Japanese Portfolio for Student Teachers of Languages; J-
POSTL）」である。省察ツールとしての J-POSTLは、以下5点を主な目的としている。
・英語教師に求められる授業力を明示する
・授業力とそれを支える基礎知識・技術の振り返りを促す
・同僚や指導者との話し合いと協力を促進する
・自らの授業の自己評価力を高める
・成長を記録する手段を提供する
J-POSTLは、EPOSTLの2つの理念─（1）行動主義の言語観（Action-oriented view of language）、
（2）生涯学習（Life-long learning）─を踏襲し、学習者の①個人履歴（Personal Statement）、②
自己評価（Self-assessment－Can-do形式）、③学習・実践記録の資料（Dossier）の3部構成にな
っている（JACET教育問題研究会2009; 2010; 2014）。
3.4.1 個人履歴（Personal Statement）
個人履歴は、教職履修生がそれまでの英語学習経験、教職課程や教育実習に対する期待
や不安、英語教師の資質について考えるための「自分自身について」の内容になっている。
1. 過去の英語学習経験：これまで英語を教わってきたことを振り返り、良かった、ある
いは良くなったと思う教え方や授業内容などを自由に記述してください。
a）良かった内容　
b）良くなかった内容
2. 教職課程に対する期待：教職課程（教科教育法の授業や教育実習など）を通して何が
できるようになりたいですか。
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3. 教育実習に臨む前の期待と不安
a）教育実習の指導で楽しみにしていることは何ですか。
b）教育実習の指導で不安に思っていることは何ですか。
4. 教師の資質能力
4.1英語教師として大切な資質能力は何だと思いますか。次の例のあとに続けて、書
き加えてみましょう。また、それぞれの項目はどれぐらい重要ですか。重要度を5段
階（5－重要である、4－まあまあ重要である、3－どちらともいえない、2－あまり重
要でない、1－重要ではない）で判断してください。
1．他の教師と協力することができる
2．自分の職務を理解し遂行することができる
3．文法を説明することができる
4.2以下の例を参考にして、履修者同士で、各項目について話し合ってみましょう。
3.4.2 自己評価記述文（Self-Assessment）
自己評価は、言語教師が達成すべき核となる専門能力として位置づけられている。大き
く7分野（Ⅰ～Ⅶ）に分けられ、下位項目のもと、言語教授に関する計195の能力記述文
（Self-Assessment Descriptors; SAD）から成っている。各記述文には自己評価（1－5）が付いて
おり、教職履修生は計3回（J-POSTLを受け取った時、教育実習前、教育実習後）の自己評
価活動を行うことによって、自らの到達度に対する意識を判断し、自分の成長の記録を可
視化することができる。
Ⅰ 教育環境（Context）
Ⅱ 教授法（Methodology）
Ⅲ 教授資料の入手先（Resources）
Ⅳ 授業計画（Lesson planning）
Ⅴ 授業実践（Conducting a lesson）
Ⅵ 自立学習（Independent learning）
Ⅶ 評価（Assessment）
3.4.3 学習・実践記録の資料（Dossier）
学習・実践記録の資料は、実施日、学習・実践事項、概要、コメントを記入する形になってい
る。「A. 学習・実践の記録」に関しては、資料の有無の記入のみで、実物の添付は不要である。
A. 学習・実践の記録：　英語の学習、英語の授業実践について（模擬授業、授業観察、研
究会の参加、英語の資格試験受験など）
B. 継続的な学習・実践の記録：　Aに該当しない継続的な英語の学習、英語の授業実践に
ついて（家庭教師、塾講師、課外補習ボランティア、学校行事補助、海外研修・留学など）
3.5　教職課程における省察（Reflection）
「省察（reflection）」の概念は、Dewey（1933）に原点を求めることができるが、日本にお
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いても前述の「履修カルテ」やポートフォリオの使用に見られるように、教職履修生の成
長にとって、自己評価や省察は重要であるという考えは広く受け入れられているようであ
る。しかし、髙木（2015）によれば、教育実習まで実践の機会がほとんどない私立大学の
履修生にとって、Schön（1983）が提唱する3つの省察の中で、「行為の中の省察（reflection
in action）」（実践中）、「行為についての省察（reflection on action）」（実践後）を促すことは難し
い。一方で、「行為のための省察（reflection for action）」は、計画を述べたり、結果を予測し
たり、将来の実践について考えることにより、履修生が教育実習で直面するであろう様々
な状況に適応する準備の機会を与える。「大学の授業において理論的側面について省察を促
し、教壇に立つまでの準備をすることは意味があると思われる」（髙木2015; 60）。
4．学習者の「学び」の過程を可視化する授業実践
4.1  「英語科教育法 2」（概要）
筆者は、2015年度より和光大学において「英語科教育法2」（資格課程科目・選択）を非常
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表 1　2016 年度英語科教育法 2（シラバス概要）
科目名
担当者名
開講期
単位数
曜日時限
教室
授業テーマ
授業計画
履修条件・成績評価
の基準等
教科書
参考文献
その他
英語科教育法2（8512）
伊東弥香
通年
4単位
水曜日　3時限
G216
本授業は、英語教員の教授力（英語力と授業力）について多角的な視座に立ちながら、教育現場
（中・高）で活躍する人材に必要とされる能力の基礎を養うことをテーマとする。
小・中・高の外国語活動および外国語（英語）の目標である「コミュニケーション能力」の育成に
ついて理論的に検証し、（1）英語教育の意義・目的をふまえて、（2）英語科教員に求められる教授
力について実践的に学ぶ。
欠席5回以上は単位を認定しない。
1．授業参加態度（20％）
2. 小テスト・小レポート・課題発表・模擬授業（40％）
3．ポートフォリオ（20％）
4．前期期末テスト（20％）
JACET教育問題研究会（2012）『新しい時代の英語科教育の基礎と実践』（三修社）
1．深澤清治（編著）（2014）『中等英語教育（教師教育講座第16巻）』（協同出版）
2．松浦伸和（2011）『観点別学習状況の評価規準と判定基準（中学校外国語）』（図書文化社）
3．文部科学省（2008）『小学校学習指導要領解説外国語活動編』（東洋館出版社）
4．文部科学省（2008）『中学校学習指導要領解説外国語編─平成20年 9月』（開隆堂出版）
5．文部科学省（2010）『高等学習指導要領解説外国語編・英語編』（開隆堂出版）
6．文部科学省（2012）『Hi, friends! 1』（東京書籍）
7．文部科学省（2012）『Hi, friends! 2』（東京書籍）
・『中学校学習指導要領』東山書房
・『中学校学習指導要領解説外国語編』開隆堂出版
・『高等学校学習指導要領』東山書房
・『高等学校学習指導要領解説外国語編・英語編』開隆堂出版
適宜、1.プリント配付、2.連絡メール配信。
勤講師として担当している。本科目は、英語教員を目指す2年次および3年次の学生に、
教職の専門性を理論面から考え、実践のための背景と裏付けを理解する機会と支援を提
供することを目的としている。2016年度のシラバス概要と授業スケジュールは表1と表
2のとおりである。
和光大学では、本科目以外に英語科（中学一種、高校二種）教員免許状を取得するため
の科目として、「英語科教育法1（8511）」（通年・4単位）、「教育実習事前・事後指導（中高）
英語（8553）」（通年・1単位）、「教育実習1英語（8554）」（通年・4単位）、「教育実習2英語
（8555）」（通年・2単位）が開講されている。本科目の授業実践については、それらの他科目
との関連性もふまえて、相互的に、補完的に行うことを念頭に置いている。
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表 2　2016 年度英語科教育法 2（授業スケジュール）
授業計画
回数
前期
1回（4/13）
2回（4/20）
3回（4/27）
4回（5/11）
5回（5/18）
6回（5/25）
7回（6/1）
8回（6/8）
9回（6/15）
10回（6/22）
11回（6/29）
12回（7/6）
13回（7/13）
14回（7/20）
15回（7/27）
（8/3）
後期
16回（9/21）
17回（9/28）
18回（10/5）
19 回（10/12）
20 回（10/19）
21 回（10/26）
22回（11/2）
23 回（11/16）
24 回（11/23）
25 回（11/30）
26回（12/7）
27 回（12/14）
28 回（12/21）
29回（1/4）
30回（1/11）
（1/25）
授業タイトル
オリエンテーション（1）
日本の英語教育の現状
外国語教育の目的・意義（1）
外国語教育の目的・意義（2）
教授法（1）
教授法（2）
学習者論（1）
学習者論（2）
教師論（1）
教師論（2）
授業計画と実践（1）
授業計画と実践（2）
指導内容・方法と教材（1）
指導内容・方法と教材（2）
まとめ（1）
オリエンテーション（2）
指導内容・方法と教材（3）
指導内容・方法と教材（4）
指導内容・方法と教材（5）
指導内容・方法と教材（6）
授業計画と実践（3）
授業計画と実践（4）
授業計画と実践（5）
授業計画と実践（6）
授業計画と実践（7）
課題発表・模擬授業（1）
課題発表・模擬授業（2）
評価論
まとめ（2）
まとめ（3）
学習のポイント
授業のテーマ・到達目標・進め方
学習指導要領（小・中・高）、カリキュラムとシラバス
英語の国際化と多様化
言語習得、コミュニケーション能力
英語教授法の変遷
英語教授法とコミュニケーション能力育成
良い言語学習者、学習スタイル・ストラテジー
動機づけ、自律
英語教師の資質・能力、自己省察
授業の評価と改善、ポートフォリオ
指導目標と授業構成、教材研究と教材開発
授業運営、教室英語
音声と文字
リスニング
前期の総括
前期の復習
スピーキング
リーディング
ライティング
文法・語彙
学習指導案（略案、細案）
授業研究（小学校）
授業研究（中学校）
授業研究（高校）
アクションリサーチ
単元計画・授業案および実演
単元計画・授業案および実演
英語教育の評価（規準・基準と方法）
後期の総括
1年間の総括
参考頁（テキスト）
第1章、第2章
第3章
第4章
第5章
第13章
第 14章、第17章
第 6章
第7章
第8章
第9章
第10章
第 11章、第12章
第 15章
第 15章、第16章
第 18章、第19章
第 18章
第 16章
前期定期試験期間（7月 29日～8月 4日）
後期定期試験期間（1月 21日～27日）
4.2  「英語科教育法 2」（授業の構成）
本科目の基本的な授業の構成は、他の英語科教職科目との連携を意識するようにしてい
る。とくに「英語科教育法1」を担当する専任教員との合意により、実践面に重点を置く
「英語科教育法1」を補完するために、英語教育実践のための理論的な知識や考察を最も
重要視しつつ、具体的な活動例を通した実践の知識や経験を通して、履修生が授業設計で
きることを目指している。
1時間の授業では、理論（講義、資料収集・文献調査）を土台に、実践（講義、演習、発
表・討論）を加えて、履修生の積極的な学びと省察を促すようにしている。「講義」では、
英語科指導の概略を学び、「演習」では指導の実際を学び、実践する、「発表・討論」では、
協働学習を通した実践を行う。講義内容は、テキストが基本であるが、担当教員である筆
者がテキストの要点をまとめ、その他の必要な情報を加えたパワーポイント（PPT）を作
成し、ハンドアウトとして毎回の授業で配付している。授業には PCを持ち込み、教室内
モニターに PPTを投影することによって、ハンドアウトの内容を履修者とともに確認し
ながら授業を進めている。
4.2.1　テキスト
授業で使用している『新しい時代の英語科教育の基礎と実践─成長する英語教師を目指
して』（JACET教育問題研究会 2012）は、大学英語教育学会（The Japan Association of College
English Teachers; JACET）の研究会（Special Interest Group; SIG）の編著によるものである。研究
会メンバーの１人として筆者も執筆に関わったため、本書の理念や内容を理解していると
いう理由から、テキストとして採用している。当研究会は、昨今の英語科の教育内容にお
いて、「理論と実践を行き来し、その間に気づいたことや学んだことを振り返る（省察）す
ることによって教職としての成長を図るという考えが主流になりつつある」ことに鑑みて、
本書の随所に「J-POSTLの自己評価記述文」を盛り込んでいる。よって、本書と J-POSTL
を関連付けて授業で用いることによって、履修生が授業に関する知識、技術、技能を包括
的に学ぶことに役立つと考える。
4.2.2  Reflection Paper
筆者は、「英語科教育法2」の授業終了時に履修生に”Reflection” を書くように習慣づけて
いる。Reflectionについて、遠藤（2014）は前述のジョン・デューイによる定義を原点とし
ながらも、ジャック・メジロウ（Mezirow 1991）の定義に注目し、英語の reflectionの訳とし
て使われる、反省、振り返り、内省、省察の違いや、省察の深さをめぐる問題を著し、「省
察」は、自分の良くなかった点を改めようとするだけの「反省」、過ぎ去った事柄を思い
出すだけの「振り返り」、自分の意識や感情に気づくだけの「内省（introspection）」とは異
なる概念としている。
「反省はできるが、省察ができない。振り返りはできるが、省察ができない。内省は
できるが、省察ができない。」（遠藤2014: 164）
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本授業では、表3のような
用紙に各授業終了時に自由に
記述するため、遠藤の言葉を
借りれば、省察の深さはまち
まちである。だが、履修生の
記述を読むことは、授業に関
して、彼らとの共通理解を促
し、筆者自身の授業への省察につながるものと考える。
4.3　J-POSTL の活用
本授業では、J-POSTLを補助教材として使用している。前述のとおり、テキストと連動
させることにより、履修生に対して、英語教員にとっての「教職の専門性」や「大学の英
語科教職課程で身に付けるべき力」について考え、彼ら自身の英語授業力を認識させて、
成長への道筋をつける手助けをすることにねらいがある。前期の第1回授業（オリエンテ
ー シ ョ ン ）で 紙 媒 体 の J-
POSTLを配付し、EPOSTLの
翻案化と基本理念、J-POSTL
の枠組み、J-POSTLの活用方
法について説明した後、1年
間の自己評価活動と成長の記
録を開始する。なお、2015年
度の履修生については、4年
次の教育実習の前・後にも J-
POSTL使用を継続する承諾を
得ている。
4.3.1　個人履歴と自己評価
記述文
個人履歴は、前期の早い段
階で記入させて、それまでの
英語学習経験、教職課程や教
育実習に対する期待や不安、
また、英語教員としての大切
な資質について考える機会を
与えている。自己評価記述文
については、前期に1回、後
期に 1 回（計 2 回）の提出期
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表 4  「学習実践の記録」
表 3　Reflection Paper
総合評価 Great      Poor
（授業・課題・英語への取り組み）　　　　　　4 3 2 1
コメント・質問：
限を設けて記入をさせているが、単なるチェックリストではないので、英語教育実践のた
めに重要なことは、評価のために用いている数字（1～5）ではなく、記述文の意味・意義
を理解することである点を強調している。また、授業中には、授業タイトル・テーマに関
連する自己評価記述文を取り上げて、省察ツールとして J-POSTLを活用している。
4.3.2　学習の記録・実践記録の資料
学習・実践の記録（A、B）は、J-POSTL紙面上に記入する形になっているが、履修生に
とっては手書きの不便さが伴うだけでなく、視覚的にも、記録するという行為が深い省察
につながるかという疑問が生まれる。また、紙媒体の J-POSTLの場合、担当教員が履修
生の学習や学びの過程を共有することが難しい。そこで筆者は、履修生がそれぞれの目標
を持って学習を進めることが有益であると考え、夏休みの課題として、ワードファイル
「学習実践の記録」を作成し、履修生に配信している（表4）。履修生は、学習記録をファ
イル上のカレンダーに入力し、更新したファイルを1週間に1回、指定日までにメールで
担当教員と他の履修生にも送付することを義務付けている。自分の更新ファイルを送信す
る時には、自分自身、および他の履修生の学習へのコメントをメール文面に添えるように
指示している。
学習の目標については、前期の授業タイトル・テーマの1つである「教師論」で学んだ
「英語教師の資質能力」の中から、とくに「英語（運用）力と英語教授力」を中心に学習
を続けるように指導し、履修生が省察を通して、夏休み期間も自律的な学びができるよう
足場掛け（scaffolding）をしている。さらに、継続的な学習を進めるために、後期にも同様
の活動を課題としている。
5．今後の課題と展望
教師の専門性について、福井大学の松木（2010）は専門職養成において課題とされる
「理論と実践の融合」は大学の「講義」と実習等の「体験機会」の2つが用意されればで
きるというわけではなく、架橋をするための装置が必要であり、大学教育の様々な段階に
おける地域との協働を通した実践の機会、かつ、授業の中での学生同士が中心となって事
例検討を重ねる場が必要であり、「語りと傾聴の関係の中で各自が事例研究を深めることは、
理論と実践の架橋として欠くことができないことである」（松木2010: 6）と述べている。ま
た、熟練教師の力量について、疑似形式知と疑似暗黙知が「知」として機能するためには、
実践＝省察＝再構成のサイクルの中で語るという行為を通過する、つまり、「物語知」を醸
成することが肝要であり、優れた教員集団は同僚と語り合うとしている。また、教師教育
に携わる大学教員自身が協働を体験できないで、学生をサポートできるはずがないという
立場を示している。
教員養成における省察とポートフォリオに関しては、鞍馬（2010: 26）が履修カルテと
ポートフォリオ導入に関わる教職課程改革について、（1）単なる知識やスキル等のチェッ
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クリスト式のものではなく、学習者の自己評価や同僚評価を基礎として教職や自己につい
て深く追求できるような「広がり」を含んだ形式のものとして指導に活かされる必要性、
（2）学習者自身が省察の内容を書き示し、記録していくことの限界や内面にまで踏み込む
ことへの躊躇と限界を指摘している点も興味深い。また、上述の髙木（2015）は、非教員
養成系・私立大学の英語科教職課程の履修生を対象に、J-POSTLの自己評価記述文を基づい
た省察レポート（76名）のデータを用いてテーマ分析（thematic analysis）をした結果、J-
POSTLの省察ツールとして有効性と、履修生の省察の具体的内容の傾向を明らかにし、各
人の省察の詳細な内容や1年間の変遷を追うことを今後の課題の１つとして挙げている。
筆者自身も、本務校である私立大学の英語科教職課程履修者を対象に、J-POSTLを用い
た2年間の経年調査を行った（伊東2016c,  伊東・宮崎2016）。その結果からは、ポートフォ
リオ（J-POSTL）は言語教師が達成すべき核となる専門能力を提示するだけでなく、教職
履修生の「学び」を可視化し、教員養成に関わる当事者間で共有することによって「教職
の専門性」、ひいては「大学の英語科教職課程で身に付けるべき力」に関する「共通理解
のためのツール」としての有効性が示唆されている。
これらの先行研究もふまえて、和光大学の「英語科教育法2」の授業実践については、
2015年度の履修生の2年間の学びの変遷を追いながら、和光大学という「文脈」に合っ
た教育内容と方法を検討する必要があると筆者は考えている。どの課程認定大学で、どの
ような授業で学んだかにかかわらず、教職課程を修了した学生には教員免許状が授与され
る。教員養成に関わる当事者の一人として、全ての教員免許状の価値や重みに違いはない
という認識と理解を持って授業実践の改善に努めたい。
6．おわりに
本稿では、「大学の英語科教職課程で身に付けるべき力」をめぐる日本の教員養成の現状
と課題を概観し、非教員養成系・私立大学の英語科教職科目における筆者の授業実践を報
告した。履修生とともに「教職の専門性」について考え、「学び」の可視化と共通理解を促
す、省察ツールとしてのポートフォリオを使うという、筆者の授業は小さな試みに過ぎな
いが、その背景には日本の養成段階における教員の専門性規準・基準の不在という大きな
問題がある。そのため、日本の教員養成系・国立大学法人では、米国、英国、ドイツ、オ
ーストラリア、韓国における教員養成スタンダードの先行事例などを参考にしながら、教
員養成スタンダード開発がすでに始まっている。
しかし、行動主義（behaviorism）による教育のスタンダード化（standardization）、画一化、
マニュアル化に結び付くという危険性にも十分注視すべきであり（伊東・金澤2013）、学習
者の「探求」を促すような指導と評価の一体化を図ることが重要である。実際のところ、
教員養成スタンダードの先駆者達においても、教師の専門性や学習者の学びに関する考え
方に変化が生じている。例えば、米国のスタンダード教育改革は国家戦略として1990年
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代から始まったが、教育スタンダード構築のキーパーソンの1人がリー・ショーマン（Lee
S. Shulman）であった。ショーマンが1986年と 1987年に提唱した二大構成要素が（1）カ
テゴリー化された教師が保有する知識－「知識基礎（Knowledge Base）、（2）教師の判断課
程－「教育的推論と行為モデル（Pedagogical Reasoning and Action Model）」であり（Shulman
1986: 1987）、その中でも最も有名な概念が「Pedagogical Content Knowledge; PCK」という教
科領域に特有な知識である。しかし、1988年から 1998年の間に、教師評価のパラダイ
ム・シフトが「学識ある専門職」から「学習する専門職」へ変わっていく中で、ショーマ
ン自身の PCKの捉え方にも変化が生じたことはあまり知られていない。
八田（2010: 80）が指摘するように、ショーマンは教師に特有な知識を精選するよりも、
それが公的に開かれている点を重要視するようになり、教師の知識の評価方法としてポー
トフォリオを構築する行為は事例を共有する教師の「学習過程」の充実であり、事例の共
有化によって PCKが獲得されると認識するようになった。さらに、ショーマンは、専門
職としての教師の知識と学習過程モデルの中で「学習テーブル（Table of Learning）」（Shulman
2002）、「学習者としての教師共同体の強化（Fostering a Community of Teachers as Learners; FCTL）」
（Shulman and Sherin 2004, Shulman and Shulman 2004）を提唱している。
言語教師についても、笹島ほか（2014）によれば、学界における知のパラダイム（para-
digm）が行動主義から認知主義（cognitivism）、構成主義（constructionism/constructivism）へと
シフトしたことにともない、言語教師認知（language teacher cognition）を構成する3要素
「思考（thinking）」「知識（knowledge）」「信念・信条（belief）」をそれぞれ独立したものとして
扱わず、要素間の関連性、文脈・コンテクストの中で複眼的に捉え、概念化（conceptualiza-
tion）することが求められるようなってきているという。転じて、日本の英語科教員養成
に関しても、特定の文脈における教職履修生の内面や、大学教員、中・高の教員との関係
性などを理解し、言語教師認知の全体性を探求するという視座に立ちながら、教員養成ス
タンダードとの整合性を検討すべきである。
筆者は、日本において「大学の英語科教職課程で身に付けるべき力」に関する研究を進
めるにあたり、日本とは対照的に教員の専門性基準や教員養成スタンダードが策定されて
いる米国とオーストラリアを対象として、教職課程における｢学び｣の実態を「文脈的に」
探求する試みも行っている。すでに、両国において授業観察や教職履修生へのアンケート
調査やインタビュー調査も実施しているが（伊東 2011）、ショーマンを始め、それぞれの
授業実践の背後にある理論的枠組みを考究することによって、自分の授業実践、ひいては
英語教員としての自身の成長を深く省察することにもつながると考える。
── 注
（１） 『英語教員の資質能力に関する研究─専門性規準・基準とグローバル・リテラシー育成』（2014～
2016年度（予定）・学術研究助成基金助成金・基盤研究（C）研究課題番号：26370741／東海大学
代表・伊東弥香）
022 和光大学表現学部紀要　17 号・2017 年 3 月
── 引用文献
Antonek, J. L., McCormick, D.E. & Donato, R. (1997).  The student teacher portfolio as autobiography: Developing a pro-
fessional identity. TheModern Language Journal, 81 (i), 15-27.
Danielson, C. and Abrutyn, L. (1997).  An Introduction to Using Portfolios in the Classroom, ASCD.
Dewey, J. (1933).  Howwe think.Dover Publications; Revised edition (1997).
遠藤貴広（2014）．「教員養成カリキュラム改革実践の批判的省察─省察の深さとその評価をめぐって─」、福
井大学、『教師教育研究』、Vol.7, pp. 163-183. 
八田幸恵（2008）．「リー・ショーマンの PCK概念に関する一考察─「教育学的推論と活動モデル」に依拠
した改革プロジェクトの展開を通して─」、『京都大学大学院教育学研究科紀要』、第54号、pp.180-
191.
八田幸恵（2010）．「リー・ショーマンにおける教師の知識と学習過程に関する理論の展開」、『教育方法学研
究 : 日本教育方法学会紀要』35, 71-81.
姫野完治（2010）．「段階的教育実習による教職志望学生の成長観の変容」、『秋田大学教育文化学部教育実践
研究紀要32』、153-165.
伊東弥香（2011）．「日本の英語教員のための資質能力・専門性の基準化を目指して─米国の教員養成の実
態調査をふまえて─」、東海大学、『東海大学外国語教育センター所報　第31輯』、pp.3-12.
伊東弥香（2016a）．「日本の英語科教員養成の現状と課題─専門性規準・基準と教員養成スタンダードの視
点から─」、和光大学、『表現学部紀要16』、pp.11-20.
伊東弥香（訳）（2016b）．「オーストリアの英語教師教育─CEFR文脈における教師教育─」（原文：Mehlmauer-
Larcher, Barbara (2015), English Language Education in Austria: Teacher Education in the Context of the CEFR,
Language Teacher Education, Vol.2No.2, August 5, 2015）, JACET教育問題研究会、『言語教師教育』、Vol.3.
No.1. pp.1-12.
伊東弥香（2016c）．「英語教員の資質能力に関する研究─専門性規準・基準に関する一考察─」、『東海大学
課程資格教育センター論集　第14号』、東海大学、pp.85-94.
伊東弥香・金澤延美（2013）．「小学校英語指導者のための『自己評価ポートフォリオ』試案を目指して」、大
学英語教育学会（JACET）、『関東支部学会誌No.9』、 pp. 47-60.
伊東弥香・宮崎啓（2016）．「英語科教職履修生の「学びの過程」を共有する─教育実習後の省察を通して
─」、言語教育エキスポ2016（JACET教育問題研究会主催）」、2016年 3月 6日（早稲田大学）.
伊東弥香・宮崎啓・小田文信（2015）．「英語科教職履修生の「学びの過程」を共有する─教育実習のため
のポートフォリオ活用の可能性─」、『言語教育エキスポ2015予稿集』、ACET教育問題研究会主催、
2015年 3月 15日（早稲田大学）．
JACET教育問題研究会（2009）．『英語教員の質的水準の向上を目指した養成・研修・評価・免許制度に関
する統合的研究』（平成 20 年度科学研究費補助金基盤研究（B）研究成果報告書　課題番号
19320086／早稲田大学　代表・神保尚武）．
JACET教育問題研究会（2010）．『英語教員の質的水準の向上を目指した養成・研修・評価・免許制度に関
する統合的研究』（平成 21 年度科学研究費補助金基盤研究（B）研究成果報告書　課題番号
19320086／早稲田大学　代表・神保尚武）．
JACET教育問題研究会（編）（2012）．『新しい時代の英語科教育の基礎と実践─成長する英語教師を目指し
て─』、三修社．
JACET教育問題研究会（2014）．「言語教師のポートフォリオ（J-POSTL）【英語科教職課程編】」
http://www.waseda.jp/assoc-jacetenedu/JPOSTL.htm（2016年 10月 31日引用）
鞍馬裕美（2010）．「教職課程における履修カルテとポートフォリオの導入に関する一考察」、帝京大学教職
大学院教職研究科、『帝京大学教職大学院年報』、 (1)、pp.19-28.
Little, D., Hodel, H-P., Kohonen,V., Meijer,D. & Perclova, R. (2007). Training Teachers to Use the European Language
Portfolio. Council of Europe Publishing. 
http://archive.ecml.at/mtp2/ELP_TT/ELP_TT_CDROM/DM_layout/Booklet/C6pub2007E.pdf (2016年 10月
31日引用)
023学習者の「学び」の過程を可視化するための授業実践─英語科教員養成の視点から
松木健一（2010）．「教師教育における教師の専門性の捉え直し─福井大学教職大学院の取組を中心に─」、福
井大学、『教師教育研究』、Vol. 3、pp.3-14.
Mehlmauer-Larcher, B. (2015), English Language Education in Austria: Teacher Education in the Context of the CEFR,
Language Teacher Education, Vol.2No.2, August 5, 2015.
Mezirow, J. (1991). Transformative dimensions of adult learning. San Francisco, CA: Jossey-Bass.
峯石緑（2002）．「大学英語教育における教授手段としてのポートフォリオに関する研究」、広島：渓水社.
文部科学省（2006a）．「今後の教員養成・免許制度の在り方について（答申）」、東京：中央教育審議会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1212707.htm（2016年 10月 15日引用）
文部科学省（2006b）．「今後の教員養成・免許制度の在り方について（中間報告）」（2006年 12月 8日）、東
京：中央教育審議会
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/05120801.pdf（2016年 10月 15日引用）
文部科学省（2012）．「教職実践演習（仮称）について」、東京：文部科学省．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/attach/1337016.htm（2016年 10月 15日引用）
Newby, D., Allan, R., Fenner, A-B., Jones, B., Komorowska, H.& Soghikyan, K. (2007).  European Portfolio for Student
Teachers of Languages:  A refection tool for language teacher education. European Centre forModern Languages.
Santos, M. G. (1997).  Portfolio assessment and the role of learner reflection. English Teaching Forum, 35 (2), 10-15.
笹島茂・西野孝子・江原美明・長嶺寿宣（編著）（2014）．『言語教師認知の動向』、東京：開拓社．
Schön, D. (1983).  The reflective practitioner: How professionals think in action. NewYork: Basic Books.
Shulman, L. S. (1986).ThoseWhoUnderstand: Knowledge Growth in Teaching, Educational Researcher, 15 (2), 4-14.
Shulman, L. S. (1987). Knowledge andTeaching: Foundations of theNewReform. Harvard Educational Review, 57(1), 1-
22.
Shulman, L. S. (2002). Making differences: A table of learning. Change 34.6: 36-44.
Shulman, L. S and Sherin, M. G. (2004). Fostering communities of teachers as learners: disciplinary perspectives, Journal
of Curriculum Studies, 36 (2), 135-140.
Shulman L. S. and Shulman, J. H. (2004). How and what teachers learn: a shifting perspective, Journal of Curriculum
Studies, 36 (2), 257-271.
Smolen, L., Newman, C., Wathen,T. & Lee, D.(1995). Developing Student Self-Assessment Strategies, TESOL Journal,
5 (1) , 22-27.
髙木亜希子（2015）．「英語科教職課程履修生による省察─言語教師のポートフォリオ（J-POSTL）を用いて
─」、JACET教育問題研究会、『言語教師教育』、Vol.2. No.1. pp.59-77.
Tanner, R., Longayroux, D., Beijaard, D., & Verloop, V. (2000). Piloting portfolios: using portfolios in pre-service teacher
education. ELT Journal, 54 (1), 20-30.
024 和光大学表現学部紀要　17 号・2017 年 3 月
